
令和８年度えひめ文化振興コンソーシアム芸術文化支援事業  

（芸術文化共催事業）募集要領  

 

（趣旨）  

 第１  この要領は、えひめ文化振興コンソーシアム（以下「コンソーシアム」と

いう。）が、広く県民に公開される、芸術性、創造性に優れた事業の実施を支援し、

もって本県芸術文化の向上発展を図ることを目的として、愛媛県県民文化会館（以

下「会館」という。）で実施する事業を募集・選考し、共催事業として選定する

ために必要な事項を定めるものとする。  

（用語の定義）  

 第２  この要領において、「共催」とは、コンソーシアムが事業実施に際し、会

館の利用料金（ 9： 00～ 22： 00の間における発表会場の利用料金のみとし、附

属設備及び備品料金等は含まない。）を 50％減免することをいう。ただし、利

用料金の減免は、本番日・準備及びリハーサル日とし、いずれも 1日を限度と

する。 

 ２  この要領において、「鑑賞型事業」、「参加・創造型事業｣及び「育成型事業」

は次の各号のとおりとする。  

 （１）「鑑賞型事業」とは、国内外の芸術性が高く質のよい優れた舞台芸術公演

等の鑑賞の場を県民に提供するもの。  

    例えば、コンサート、オペラ、ミュージカル、歌舞伎等とする。  

 （２）「参加・創造型事業」とは、県内の文化団体等が自ら参加・実施する舞台

芸術公演等。  

    例えば、プロ・アマ合同公演、伝統芸能公演等とする。  

 （３）「育成型事業」とは、地域住民や青少年を対象とするワークショップ型事

業等。  

    例えば、オペラ鑑賞講座、こどものためのワークショップ等とする。  

（対象者）  

 第３  次の各号の全てに該当する芸術文化団体、芸術文化鑑賞団体及び中間支

援組織（実行委員会等の地域における文化団体の活動や団体間の連携を支援

する組織をいう。）等とする。  

 （１）愛媛県内に主たる事務所、又は活動の拠点を置くこと。  

 （２）一定の規約等を有し、団体の意思を決定し、執行する組織が確立してい

ること。  

 ２  前項に規定する団体が、次の各号のいずれかに該当するときは、共催の対

象としない。 

（１）国・地方公共団体・独立行政法人・特殊法人等の公的法人  

（２）文化施設の経営を主たる目的とする団体  

（３）学校、企業、事業所内の文化活動団体  

（４）特定の政治活動、又は宗教活動を目的とする団体  

（５）過去に共催・後援・助成を承認した際、承認条件の不履行がある団体  

（募集事業）  

 第４  募集する事業数は、「鑑賞型事業」・「参加・創造型事業」・「育成型事業」

合わせて８事業程度とする。  



２  募集事業は、次の各号の全てに該当するものとする。ただし、営利団体の

場合は、地域貢献を目的とするものに限る。  

（１）県内の芸術文化の振興に寄与するもの  

（２）芸術性、創造性に優れた内容のもの  

（３）事業の妥当性があるもの  

３  次の各号のいずれかに該当するときは、共催の対象としない。  

（１）専ら営利を目的とするもの  

（２）特定の政治活動、又は宗教活動を目的とするもの  

（３）学校における部活動やサークル、行事など、学校教育に関わるもの  

（４）他に国・地方公共団体・独立行政法人・特殊法人等の公的法人や公益法

人等からの公的資金助成を受けているもの  

（５）教授所・教室等が開催する稽古事・習い事等の発表会  

（事業実施期間）  

 第５  募集する事業の実施期間は、令和８年４月１日～令和９年３月 31日とす

る。  

（申し込み手続）  

 第６  応募しようとする者は、共催申請書（様式第１号）、事業実施計画書（様

式第２号）及び収支予算書（様式第３号）をコンソーシアム  代表団体  理

事長（以下「理事長」という。）に提出するものとする。  

 ２  前項の申請書は、指定期間内に提出しなければならない。  

 ３  申し込みについては、１団体２事業以内とする。  

 ４  会館の会場確保については、応募者が共催申請書提出前に行っておくこと

とする。 

（選定）  

 第７  応募があった事業については、コンソーシアムが設置する「芸術文化支

援事業選定委員会」により選定する。  

（選定結果の通知）  

 第８  理事長は、共催事業の承認を決定したときは、共催承認の可否について、

速やかに応募者に通知するものとする。  

（承認の取消し）  

 第９  承認した事業であっても、その内容が選定基準に該当しなくなったとき、

その他承認することが不適当となったときは、その承認を取り消すものとす

る。  

 ２  コンソーシアムは、承認の取消しによって損害等が発生した場合の賠償責

任は、負わないものとする。  

（変更又は中止の承認申請）  

第 10 共催承認を受けた団体は、承認した事業の実施について変更をしようと

するときは、あらかじめ共催事業変更承認申請書（様式第４号）に変更計画

書（様式第５号）を添えて、理事長に提出し、その承認を受けなければなら

ない。  

 ２  共催承認を受けた団体は、承認した事業を中止する場合は、あらかじめ共

催事業中止承認申請書（様式第６号）を理事長に提出しなければならない。  

（共催事業実施の前提条件）  



 第 11 チラシ、ポスター、プログラム、広告物等に、「えひめ文化振興コンソー

シアム芸術文化共催事業」と記載すること。また、共催承認事業決定の日以前

に印刷するものについては、「えひめ文化振興コンソーシアム芸術文化共催事

業申請中」とすること。ただし、募集開始の日以前に印刷したものは、その限

りではない。 

（事業報告）  

 第 12 共催の承認を受けた者は、事業の完了した日から起算して 30日以内に共

催事業実施報告書（様式第７号）、実績報告書（様式第８号）及び収支決算書

（様式第９号）を理事長に提出するものとする。  

（報告及び調査）  

 第 13 理事長は、共催事業に関して、必要に応じて報告を求め、調査を行うこ

とができる。  

（関係書類の保管）  

 第 14 共催の承認を受けた者は、事業実施に関する関係書類を整備し、事業実

施の翌年度から起算して５年間保管しなければならない。  

（その他）  

 第 15 この要領に定めるもののほか必要な事項は、理事長が別に定める。  

 

 附則  

 この要領は、令和８年１月 15日から施行する。  


